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平成３０年第４回岐阜県議会定例会提出議案（条例その他）

（平成３０年９月２１日）

議第９９号 岐阜県税条例の一部を改正する条例について
[担当課：税務課]

スポーツ基本法等の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う。

（公布の日等から施行）

議第１００号 岐阜県地方活力向上地域における事業税及び不動産取得税の特例に関する条例
の一部を改正する条例について

[担当課：税務課]

地域再生法の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う。

（公布の日から施行）

議第１０１号 岐阜県事務処理の特例に関する条例及び岐阜県内の病院及び診療所の人員及び
施設等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について

[担当課：医療整備課]

医療法等の一部を改正する法律の施行に伴い、次の２条例について所要の規定の
整理を行う。

１ 岐阜県事務処理の特例に関する条例
２ 岐阜県内の病院及び診療所の人員及び施設等に関する基準を定める条例

（平成３０年１２月１日から施行）

資料４
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議第１０２号 岐阜県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正
する条例について

[担当課：高齢福祉課]

養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、介
護サービスを提供する養護老人ホームの職員に係る配置基準の緩和等を行う。

（公布の日から施行）

議第１０３号 岐阜県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例
の一部を改正する条例について

[担当課：高齢福祉課]

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める省令の一部改
正に伴い、所要の規定の整理を行う。

（平成３０年１２月１日から施行）

議第１０４号 岐阜県土地改良事業負担金等徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：農地整備課]

１ 被災した一定の農業用施設等の復旧を行う「特定農業用施設等災害復旧事業」
に係る分担金の額を、事業費の額から国庫補助金の額を差し引いて得た額の
１００分の５０とする。

２ 農地の集積・集約化を促進するため、県が農地中間管理機構（※）と連携して
行う新たな土地改良事業について、農地の所有者が農地を目的外の用途に供した
場合等に、特別徴収金を徴収する。
※ 農地の利用の効率化及び高度化の促進を図るため、所有者から借り受けた農地をまとまりの

ある形で利用できるよう集約化して貸し付ける事業を行う法人

（公布の日から施行）
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議第１０５号 岐阜県建築基準条例の一部を改正する条例について
[担当課：建築指導課]

建築基準法の一部改正により、一定の木造の病院、百貨店等に対する防火基準の
特例措置が廃止されたことに鑑み、同様の措置を木造の診療所、展示場等にも拡大
適用してきた条例上の規制（いわゆる「横出し規制」）も廃止する。
※ 防火基準の特例措置（外壁・軒裏は30分間の非損傷性・遮熱性を確保）は廃止されるが、通常の

防火基準（外壁は20分間の非損傷性・遮熱性を確保）は引き続き適用される。

（公布の日から施行）

議第１０６号 岐阜県土木関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：建築指導課]

１ 建築基準法の一部改正に伴い、次の手数料を新たに徴収する。

手数料の名称 単位 手数料の額

建築物敷地制限特例認定申請手数料（※１） １件につき ２７，０００円

特別仮設興行場等建築許可申請手数料（※２） １件につき １６０，０００円

※１ 建築物の接道規制の適用除外の認定の申請に対する審査に係るもの

※２ 国際的規模の競技会等のため１年を超える期間使用する仮設建築物の建築の許可の申請

に対する審査に係るもの

２ その他所要の規定の整理を行う。

（公布の日から施行）
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議第１０７号 岐阜県美術館改修工事（本館棟等建築）の請負契約について
[担当課：文化伝承課]

１ 契約の目的 岐阜県美術館改修工事（本館棟等建築）

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ６１５，６００，０００円

４ 契約の相手方 大日本・ＴＳＵＣＨＩＹＡ特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市宇佐南１丁目３番１１号
大日本土木株式会社

大垣市神田町２丁目５５番地
ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社

５ 工事の場所 岐阜市宇佐地内

６ 工事の概要 本館棟改修工事 一式
外構改修工事 一式

議第１０８号 岐阜県美術館改修工事（本館棟等電気設備）の請負契約について
[担当課：文化伝承課]

１ 契約の目的 岐阜県美術館改修工事（本館棟等電気設備）

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ５２３，１８２，８８８円

４ 契約の相手方 安田電暖・高橋特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市吉野町３丁目８番地
安田電機暖房株式会社

岐阜市中西郷３９８番地
髙橋電気工業株式会社

５ 工事の場所 岐阜市宇佐地内

６ 工事の概要 電気設備工事 一式
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議第１０９号 岐阜県美術館改修工事（本館棟空調設備）の請負契約について
[担当課：文化伝承課]

１ 契約の目的 岐阜県美術館改修工事（本館棟空調設備）

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ７７４，３６０，０００円

４ 契約の相手方 大東・ダイワ特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市六条南３丁目１４番１号
大東株式会社

岐阜市則武東２丁目１８番３８号
株式会社ダイワテクノ

５ 工事の場所 岐阜市宇佐地内

６ 工事の概要 空気調和設備工事 一式

議第１１０号 福島第１トンネル工事の請負契約について
[担当課：道路建設課]

１ 契約の目的 公共防災・安全交付金事業福島第１トンネル工事

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ９２８，８００，０００円

４ 契約の相手方 ＴＳＵＣＨＩＹＡ・岐建特定建設工事共同企業体
構成員
大垣市神田町２丁目５５番地
ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社

大垣市西崎町２丁目４６番地
岐建株式会社

５ 工事の場所 一般国道１５６号

大野郡白川村福島地内

６ 工事の概要 トンネル工
延長１７６．００メートル
幅員７．５０メートル
内空断面積５２．１２平方メートル
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議第１１１号 めいほうトンネル第２期工事の請負契約について
[担当課：道路建設課]

１ 契約の目的 公共防災・安全交付金事業めいほうトンネル第２期工事

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ２，０８０，０８０，０００円

４ 契約の相手方 市川・岐建・丸高特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市鹿島町６丁目２７番地
株式会社市川工務店

大垣市西崎町２丁目４６番地
岐建株式会社

郡上市大和町剣８０７番地の１
株式会社丸高組

５ 工事の場所 主要地方道金山明宝線

郡上市明宝小川及び明宝畑佐地内

６ 工事の概要 トンネル工
延長８０３．００メートル
幅員７．００メートル
内空断面積４３．８０平方メートル

議第１１２号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：情報企画課]

１ 種類及び数量 ノート型パーソナルコンピュータ ２，７９２台

２ 取得の相手方 岐阜市六条北４丁目１０番７号
中央電子光学株式会社

３ 取得予定金額 ２８８，３６０，０００円

４ 取得の方法 買入れ
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議第１１３号 徳山ダム上流域の山林の取得について
[担当課：水資源課]

県は、徳山ダム上流域の公有地化を推進するため、次の山林の取得（共有持分の
取得を含む。）をする。

１ 所 在 地 揖斐郡揖斐川町櫨原字扇谷奥山３９４番３０ほか１９筆

２ 取得予定面積 ５，８０３，２６１．６８平方メートル（うち、共有持分の取
得に係る山林の面積は、５，７８６，６３０.４２平方メートル
（共有持分の取得に係る山林の筆ごとの面積に当該筆に係る県
が取得する共有持分の割合を乗じて得た数に相当する面積の合
計は、１２５,１４５.８４平方メートル））

３ 所 有 者 美濃ハウジング株式会社ほか１０名

４ 取得予定金額 １５，７３７，２３１円

５ 取得の方法 買収

【参考】
今回上程分に係る山林の取得状況

今回の議案に 持分割合換算面積(B) 取得割合
筆数 係る土地全体 ((A)に持分割合を乗 (全取得対象面積

の面積(A) じた換算面積) 約17,700haに対す
る(B)の割合）

完全取得する山林 3筆 1.7 ha 1.7 ha 0.01 ％
持分取得する山林 17筆 578.7 ha 12.5 ha 0.07 ％
合 計 20筆 580.3 ha 14.2 ha 0.08 ％

↓
既取得割合（90.77％）を加えると、90.85％
（※端数処理のため合計が合わないことがある。）

筆 数：今回取得する土地の筆数

※ 完全取得：単独所有山林の取得及び共有山林の共有持分の全部の取得

持分取得：共有山林の共有持分の一部の取得
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議第１１４号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：警察本部総務室情報管理課]

１ 種類及び数量 ノート型パーソナルコンピュータ １,０２９台
附属設備
携帯用プリンタ １５２台

２ 取得の相手方 岐阜市六条北４丁目１０番７号
中央電子光学株式会社

３ 取得予定金額 １２６，３６０，０００円

４ 取得の方法 買入れ

議第１１５号 和解をすることについて
[担当課：教育委員会教育管理課]

県立郡上特別支援学校の職員が平成２５年５月に自死したことに関し、当該職員
の両親から岐阜簡易裁判所に申し立てられた損害賠償請求調停事件について、県は、
当該職員の両親と和解をする。

【和解の概要】
１ 県は、申立人ら（当該職員の両親）に対し、本件和解金として８２，１０５，
２６２円の支払義務があることを認め、平成３０年１１月３０日までに支払う。

２ 県は、県教育委員会において、郡上特別支援学校講師自死事案を風化させる
ことのないよう、国と同じく毎年１１月を「過労死等防止啓発月間」と定め、
当該事案を題材とした全教職員を対象とする職場研修や啓発活動を重点的に行
う。

３ 県は、県立学校において、毎年５月に「郡上特別支援学校講師自死事案に係
る調査報告書」を踏まえた職場研修や、職場環境を良好にするための教職員間
での意見交換を実施する。

４ 県は、申立人らに対し、県教育委員会において、「教職員の働き方改革プラ
ン２０１８」の各項目の実施をはじめとする教職員の労務管理を着実に実行す
ることを約する。

５ 県は、「教職員の働き方改革プラン２０１８」の実行状況について、申立人
らから照会があった際には、誠意をもって回答する。
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議第１１６号 県の行う土地改良事業に対する市町村の負担金の変更について
[担当課：農地整備課]

被災した一定の農業用施設等の復旧を行う「特定農業用施設等災害復旧事業」に
係る関係市町村の負担率（事業費の１００分の２５以内）を定めるものとする。

議第１１７号 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院の第２期中期計画の変更に関する認可に
ついて

[担当課：医療整備課]

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院の第２期中期計画（※）の変更を認可する。
※ 県が指示した第２期中期目標（期間：平成27年度～平成31年度）を達成するために地方独立

行政法人岐阜県立多治見病院が定める計画

【変更の内容】
中期目標の期間を超える債務負担として、医薬品等の調達・管理に関する業務

委託を追加


